
　　◎償却資産申告書（償却資産課税台帳）
１  住所（又は納税通知書送達先）

　　住所（又は納税通知書送達先）、フリガナ及び電話番号を記載し、ビル等に入居している場合は、ビルの名称、階数及び

　　部屋番号を記載してください。

２  氏名（法人にあってはその名称及び代表者の氏名）

　　氏名、フリガナを記載してください。法人の場合は、その名称及び代表者の氏名を記載してください。

３　個人番号又は法人番号

　　個人番号（１２桁）又は法人番号（１３桁）を右詰めで記載してください。

４  事業種目(資本金等の額）

　　事業種目、資本金等の額を具体的に記載してください。（例えば、ミシン製造業、自動車販売業等）

５  事業開始年月

　  個人の方は事業を開始した年月を、法人にあっては設立年月を記載してください。

６  この申告に応答する者の係及び氏名

　　応答していただける方の係名、氏名及び電話番号を記載してください。

７　税理士等の氏名

　　担当する税理士等の氏名、電話番号、所属組織等を記載してください。

８  取得価額

　　前年前に取得したもの（イ） 前年前に取得した資産の取得価額の合計額を資産の種類別に記載してください。

　　前年中に減少したもの（ロ） 前年中に減少した資産の取得価額の合計額を資産の種類別に記載してください。

　　前年中に取得したもの（ハ) 前年中に取得した資産の取得価額の合計額を資産の種類別に記載してください。

　　計（（イ）－（ロ）＋（ハ））（ニ）　資産の種類別に（イ）－（ロ）＋（ハ）の合計額を記載してください。

９  評価額（ホ）

　　評価額の合計額を資産の種類別に記載してください。（種類別明細書(増加資産・全資産用)の（ハ）価格の資産の種類別の計）

　　取得価額×減価残存率＝評価額（※ただし、取得価額の５％を下限とする。）

　　◎種類別明細書（増加資産・全資産用）
１  資産の種類（別紙「申告の対象となる償却資産」参照）

　　「１．構築物」、「２．機械及び装置」、「３．船舶」、「４．航空機」、「５．車両及び運搬具」、

　　「６．工具、器具及び備品」の資産の種類に対応する１から６までの数字を記載してください。

２  資産の名称等

    資産の名称及び規格等を記載してください。

３  数量

    資産の数量を記載してください。

４  取得年月（年号、年、月）

    資産を実際に取得した年月を記載してください。なお、年号については、「１．明治」、「２．大正」、「３．昭和」、

　　「４．平成」、「５．令和」とし、それぞれの年号に対応する１から５までの数字を記載してください。

５  取得価額（イ）

    当該資産の取得価額を記載してください。

６  耐用年数

    当該資産の耐用年数を記載してください。

７  減価残存率（ロ）

    裏面の減価残存率表により耐用年数に応ずる減価残存率を記載してください。

８  価額（ハ）

    次の算式によって計算した償却資産の価額を記載してください。

      ①前年中に取得した資産    取得価額×Ａ

      ②前年前に取得した資産    前年度評価額×Ｂ

      ③前年前に取得した償却資産で新たに課税されるもの  
n-1

　　
          ｎは、〔評価額を求める年度－取得年次〕の算式によって求められる年数をいいます。

　　　   Ａ及びＢは、裏面の減価残存率表に掲げる耐用年数に応ずるＡ欄及びＢ欄の減価残存率です。

　　※以後、毎年この方法により計算し評価額が取得価額の５％になるまで償却します。

　　　 評価額が取得価額の５％未満になる場合は、取得価額の５％となります。

９　増加事由

　　該当する増加事由を○で囲んでください。

    償却資産申告書の書き方

                          取得価額×Ａ×Ｂ



　　◎種類別明細書（減少資産用）
１  資産の種類（別紙「申告の対象となる資産」参照）

　　「１．構築物」、「２．機械及び装置」、「３．船舶」、「４．航空機」、「５．車両及び運搬具」、

　　「６．工具、器具及び備品」の資産の種類に対応する１から６までの数字を記載してください。

２  資産の名称等

　　資産の名称及び規格等を記載してください。

３  数量

　　資産の数量を記載してください。

４  取得年月（年号、年、月）

　　資産を実際に取得した年月を記載してください。なお、年号については、「１．明治」、「２．大正」、「３．昭和」、

　　「４．平成」、「５．令和」とし、それぞれの年号に対応する１から５までの数字を記載してください。

５  取得価額

　　当該資産の取得価額を記載してください。

６  耐用年数

　　当該資産の耐用年数を記載してください。

７　減少の事由及び区分

　　該当する減少事由を○で囲んでください。

　　◎減価残存率表（参考資料）

「固定資産評価基準」別表15「耐用年数に応ずる減価率表」
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2 0.684 0.658 0.316 11 0.189 0.905 0.811

3 0.536 0.732 0.464 12 0.175 0.912 0.825

4 0.438 0.781 0.562 13 0.162 0.919 0.838

5 0.369 0.815 0.631 14 0.152 0.924 0.848

6 0.319 0.840 0.681 15 0.142 0.929 0.858

7 0.280 0.860 0.720 20 0.109 0.945 0.891

8 0.250 0.875 0.750 30 0.074 0.963 0.926

9 0.226 0.887 0.774 40 0.056 0.972 0.944

10 0.206 0.897 0.794 50 0.045 0.977 0.955
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